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環境六法の構成を見直し、国内法はもちろん、国際法など多様な法令規範を体系的に整理しま環境六法の構成を見直し、国内法はもちろん、国際法など多様な法令規範を体系的に整理しま

した。した。

現在、国連による持続可能な開発目標(SDGs)の提唱により、環境問題について国際的な取組現在、国連による持続可能な開発目標(SDGs)の提唱により、環境問題について国際的な取組

みヘの加速が求められています。本書では、これらに対応する環境関係法規全般を網羅しましみヘの加速が求められています。本書では、これらに対応する環境関係法規全般を網羅しまし

た。令和５年版では、大気汚染防止法、地対法、公害健康被害法改正の反映をはじめ、海洋汚た。令和５年版では、大気汚染防止法、地対法、公害健康被害法改正の反映をはじめ、海洋汚

染防止法、PCB特措法、再エネ法などの改正内容を盛り込みました。染防止法、PCB特措法、再エネ法などの改正内容を盛り込みました。

【本書の特長】【本書の特長】
 ● 法令、政令、省令を体系的にまとめ、条約や政府方針などを充実させ、広範
　にわたる環境法令規範を収載しています。
         Ⅰ巻は環境基本法に定義される「典型 7 公害」に係る法規を収載し、Ⅱ巻は廃棄物・
           リサイクル・省エネ・自然保護等、地球環境問題に係る法規（法律 106、政令 86、         
           省令 191）を収載しています。

 ● 約1500 件の法令規範が閲覧・検索できる Web サービスEcoLEAD「環境六法
       令和 5 年版購読者限定エディション」が利用できます。

       ※令和 5 年 5 月 1 日から令和 7 年 4 月 30 日まで利用可能。
       ※ご利用にはご登録が必要です。令和 5 年 5 月 1 日からご登録できます。
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（書 籍 掲 載 分）

環境六法令和５年版
改正のあった掲載法規（50 音順）

（　せ　）
○絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律施行令
○瀬戸内海環境保全基本計画 [ 新設 ]
○瀬戸内海環境保全特別措置法施行規則
○瀬戸内海環境保全特別措置法施行令
（　た　）
○第一種動物取扱業者及び第二種動物取扱業者が取り扱う動物の管理
　の方法等の基準を定める省令
○第一種特定製品の管理者の判断の基準となるべき事項
○大気汚染防止法施行令
（　ち　）
◎地球温暖化対策の推進に関する法律
○地球温暖化対策の推進に関する法律施行規則
○地球温暖化対策の推進に関する法律施行令
○地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく地域脱炭素化促進事業
　計画の認定等に関する省令 [ 新設 ]
○地方環境事務所組織規則
○鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律施行規則
（　と　）
◎動物の愛護及び管理に関する法律
○動物の愛護及び管理に関する法律施行規則
○動物の愛護及び管理に関する法律施行令
◎特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律
○特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律施行規
　則
○特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律施行令
○特定外来生物被害防止基本方針 [ 新設 ]
○特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関
　する法律施行規則
○特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関
　する法律施行令
○都市の低炭素化の促進に関する法律施行令
（　な　）
○南極地域の環境の保護に関する法律施行規則
（　に　）
○二酸化炭素放出抑制対象船舶の二酸化炭素放出抑制指標に関する基
　準を定める省令
（　は　）
○排出基準を定める省令
（　ほ　）
○ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基本計画 [ 新設 ]

（　い　）
◎石綿による健康被害の救済に関する法律
○一定の限度を超える大きさの振動を発生しないものとして
　環境大臣が指定する圧縮機を定める告示 [ 新設 ]
（　え　）
◎エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
　関する法律
（　お　）
○汚染土壌処理業に関する省令
○温室効果ガス算定排出量等の集計の方法等を定める省令
○温室効果ガス算定排出量等の報告等に関する命令
○温室効果ガス算定排出量等の報告等に関する命令第 1 条第 7 号に
　規定する環境大臣及び経済産業大臣が定める非化石電源二酸化炭
　素削減相当量 [ 新設 ]
（　か　）
○海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律施行規則
○海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律の規定に基づく船舶
　の設備等に関する技術上の基準等に関する省令
○株式会社脱炭素化支援機構支援基準 [ 新設 ]
○環境影響評価法施行令
○環境省関係浄化槽法施行規則
○環境省組織規則
○環境省組織令
（　く　）
○国及び独立行政法人等における温室効果ガス等の排出の削減に配
　慮した契約の推進に関する基本方針
（　さ　）
○再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法施行規則
（　し　）
○自然公園法施行規則
○自動車運送事業者等以外の事業者に係る自動車排出窒素酸化物等
　の排出の抑制のための計画の提出方法等を定める命令
○自動車運送事業者等に係る自動車排出窒素酸化物等の排出の抑制
　のための計画の提出方法等を定める省令
○自動車騒音の大きさの許容限度
○自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質の総量の削減に
　関する基本方針 [ 新設 ]
（　す　）
○水質汚濁防止法施行令

● WEBサービスについて
　・ 六法には盛り込むことができなかった年度末公布の改正情報を反映（令和 5 年 5 月 1 日公開予定）。
　・ 六法発行後に公布された法規更新情報を一覧整理しており、各経過から参照リンクで手軽に最新の条文を確認できます。
　・ 環境六法に掲載されていない多数の関係法規の閲覧も可能（約 1500 件の法規を掲載）。


